
◆特集 人身取引◆

欧州連合の人身取引に関する立法動向
平野 美惠子

はじめに

冷戦構造の崩壊と経済のグローバル化の進展

に伴い、1990年代から西欧諸国における人身取

引の被害者が増加した。とりわけ旧ソ連邦のベ

ラルーシ、モルドバ、ロシア、ウクライナと旧

ユーゴスラビアを出身国とする被害者が多く、

さらに、アフリカ、ラテン・アメリカ、アジア

からも多数の被害者が西欧諸国に送り込まれて

いる。欧州連合の司法・内務総局（Justice and
 

Home Affairs）によれば、現在、世界中で発生

する国際的な人身取引の被害者は、年間70万人

にのぼり、そのうちの12万人は、西欧諸国を目

的地にして
(注１)

いる。

以上に加えて、欧州連合の東方拡大が新たな

不安材料を提供して
(注２)

いる。2004年５月１日に加

盟したエストニア、ラトビア、ポーランド等の

10か国と2007年の加盟が確定したルーマニアと

ブルガリアのなかに、人身取引被害者の出身国

が含まれているうえに、域外国境が直接、人身

取引被害者の出身国であるベラルーシ、ロシア

とウクライナに接するようになるからである。

しかし、仮にそのような不安材料が存在しな

かったにせよ、25か国、４億5000万人を上回る

国境なき単一市場の出現は、それだけでテロリ

ズムや人身取引などの犯罪情勢の悪化を招く危

険性を孕んでいる。

こうした状況に対処するため、欧州連合は、

かつての欧州経済共同体の後身であり、条約締

結権を有する欧州共
(注３)

同体の名において、2000年

12月12日にすべての加盟国とともに、「国際的な

組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足す

る人、特に女性及び児童の取引を防止し、抑止

し及び処罰するための議定書」（以下「人身取引

議定書」と
(注４)

いう。）に署名した。また、2003年８

月22日には、欧州共同体による人身取引議定書

の批准に関する提案書が欧州委員会（the Com-

mission）から理事会（the Council）に付託さ
(注５)

れた。

以上のように欧州では、国際的な人身取引が

テロリズムや違法麻薬取引と同様に一国だけで

は対処することができない国際組織犯罪である

という理由から、欧州連合がこの問題に積極的

に関与している。

本稿では、まず、欧州連合の人身取引への取

組みを概観したうえで、2002年に制定された「人

身取引との闘いに関する理事会枠組決定」(以下

「人身取引枠組決定」と
(注６)

いう。）と、前述の人身

取引議定書への対応を中心に、欧州連合の人身

取引に関する立法動向と今後の展望を述べる。

なお、本稿の末尾に、人身取引枠組決定の翻

訳を付した。また、この枠組決定によるイギリ

ス、フランス、ドイツの法整備については、こ

の特集の各論を参照されたい。

１ 人身取引への取組み

欧州連合は、1993年11月１日に発効したマー

ストリヒト条約（以下「欧州連合条約」という。）

に基づき、欧州石炭鉄鋼共同体、欧州原子力共

同体および欧州経済共同体の三共同体から発足

した。その後、この条約は、アムステルダム条

約（1997年10月３日署名、1999年５月１日発効）

とニース条約（2001年２月26日署名、2003年２

月１日発効）による二度の改正を経た。

欧州連合の発足当初から、人身取引は、深刻

な問題として認識されていたが、本格的に人身
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取引対策に着手したのは、国際組織犯罪として

の実態がようやく明らかになった1990年代半ば

である。1996年11月に人身取引関係の事業に資

金援助を行う STOPプログ
(注７)

ラムが設立され、同

年12月にはユーロポール麻薬対策本部（Eur-

opol Drugs Unit）の所掌に人身取引、児童の性

的搾取および児童ポルノと闘うための権限が加

えられた。この機関は、1998年10月１日にユー

ロポール（
(注８)

Europol）となった。

その後、欧州連合では、加盟国および加盟候

補国を対象に、人身取引に関する法整備、資金

援助プログラムの設立、国際会議の開催、警察・

司法協力の体制整備などが行われている。また、

欧州連合の域外を対象にした取組みとして、人

身取引被害者の出身国への対外支援が行われて

いるほか、国際連合、欧州安全保障協力機構

（OSCE）、南東欧の安定のための同盟（Stabil-

ity Pact for South-East Europe）、アジア欧州

首脳会議（ASEM）などが行う人身取引関係の

活動に積極的に参加している。

以下では、法整備、資金援助プログラムとブ

リュッセル会議の３点を取り上げて、その概要

を説明する。

⑴ 法整備

欧州連合では、人身取引は、性的搾取または

労働搾取を目的として、基本的人権を侵害する

重大な犯罪であると認識されている。

2000年12月７日に公布された欧州連合基本権

憲章は、「人身取引は、これを禁ずる。」と明確

に規定している（第５条第３項）。この憲章は、

法的拘束力をもたないと言われるが、現在、審

議中の欧州憲法草案の第２章に編入されてい

る。

欧州連合条約では、アムステルダム条約によ

る改正で、人身取引と児童に対する犯罪が、テ

ロリズム、違法麻薬取引などとともに重大な国

際犯罪として位置付けられた。これを踏まえて、

2002年７月19日に人身取引枠組決定が、また

2003年12月22日に「児童の性的搾取及び児童ポ

ルノとの闘いに関する理事会枠組決定」（以下

「児童性的搾取枠組決定」と
(注９)

いう。）がそれぞれ

理事会で採択され、現在、各加盟国において必

要な法整備が進められている。

以上のほか、東方拡大に伴い、新加盟国では、

欧州連合の法体系（アキ・コミュノテ
(注10)

ール）の

受入れが進められている。この法体系の受入れ

は、欧州拡大の度に新加盟国に義務付けられて

きたものだが、今回は、新加盟の8か国が旧社会

主義国であって、司法権の独立、法執行体制の

整備等に著しい遅れが認められたため、初めて

司法・内務分野の法令が受入れ対象の法体系に

加えら
(注11)

れた。司法・内務総局が作成した受入れ

対象の法令リ
(注12)

ストには、「国際的な組織犯罪の防

止に関する国際連合条約」（以下「国際組織犯罪

防止条約」と
(注13)

いう。）とそれを補足する人身取引

議定書も収録されており、それらの批准が、新

加盟国に義務付けられている。

⑵ 資金援助プログラム

加盟国および加盟候補国における人身取引関

係の施策の強化と発展を図るため、欧州連合で

は、各種のプログラムを通して資金援助を行

なっている。

まず、人身取引関係のものとして、STOPプ

ログ
(注14)

ラムが1996年11月に設立された。これは、

加盟国の裁判官、検察官、警察官、出入国管理

官、国境管理官、被害者保護その他の担当職員

とNGOの関係者を対象に、情報交換、実務者間

の連携強化、訓練、調査研究などを目的とした

もので、プログラムの発足当初から2000年末ま

での４年間に総額650万ユーロの資金援助を

行った。このうち1999年および2000年の資金供

与先の半数近くが、加盟候補国関係のプロジェ

クトで占められた。その後、STOPプログラム

は、STOPⅡプログラムに引継がれ、2001年と
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2002年の２年間に総額400万ユーロの資金援助

を行った後、2003年１月１日に、警察・司法協

力関係の他の支援プログラムとともにAGIS

プログ
(注15)

ラムに統合された。この新たなプログラ

ムは、欧州規模のネットワーク構築、情報交換、

加盟国による加盟候補国への協力事業などへの

援助を目的とする。2004年度予算は、1500万ユー

ロである。

人身取引に関係が深いプログラムとしては、

児童、青少年および女性に対する暴力の防止を

目的とする DAPHNEⅡプログラム（2004年

～2008年）が
(注16)

ある。

一方、加盟候補国における司法・内務分野の

近代化を目的とする技術協力には、中東欧諸国

の経済復興のための PHAREプログ
(注17)

ラムが用

いられ、これを通して、1997年から2000年まで

の４年間に総額４億1000万ユーロの資金援助が

行われた。なお、このプログラムは、2000年か

ら2006年までの７年間に司法・内務分野を含め

て総額100億ユーロ以上の資金援助を行う予定

である。

以上のほか、バルカン諸国を対象に2002年度

に６億1700万ユーロを供与した CARDSプロ

グ
(注18)

ラムなど、人身取引被害者の出身国、通過国

に対する対外支援プログラムがある。

⑶ ブリュッセル会議

2002年９月に開かれた「人身取引を防止し、

これと闘うための欧州会議」（以下「ブリュッセ

ル会議」という。）は、今後の人身取引対策に資

する多くの成果をもたらしたものとして理事会

から高く評価されている。

この会議は、前述の STOPⅡプログラムから

資金を得て、国際移民機関（IOM）が組織し、

欧州委員会が開催したもので、欧州連合の加盟

国、加盟候補国、ロシア、ウクライナ、旧ソ連

邦の新独立国、米国、カナダ、中国、さらに国

際組織、政府間組織、NGOを加えて、1000名を

超す参加者を集めた。

会議の目的は、人身取引の動向を検討する機

会を提供することと、欧州の人身取引対策を準

備することにあった。会議では、人身取引の防

止と闘いで得られた膨大な経験の蓄積を踏まえ

て、次の一歩を踏み出すための取組みについて

検討がなされ、その成果は、「人身取引を防止し、

これと闘うためのブリュッセル宣言」（以下「ブ

リュッセル宣言」と
(注19)

いう。）とその付属書「勧告、

基準及びベスト・プラクティス」にまとめられ

た。付属書は、次の４部門19項目からなる。

＜ブリュッセル宣言付属書の構成＞

＜協力と調整の仕組み＞

１．情報の国際調整・交換 ２．欧州専門家グ

ループと国内組織 ３．組織犯罪防止に関する

欧州フォーラム ４．被害者支援に関する欧州

ネットワークの強化 ５．欧州行方不明者デー

タベース ６．欧州連合の手段の活用

＜人身取引の防止＞

７．根本原因 ８．調査 ９．訓練 10．意識

向上 11．業者の規制 12．児童取引防止に関

する特別勧告

＜被害者保護と支援＞

13．被害者の応急支援 14．証人としての被害

者 15．被害者の再統合

＜警察・司法協力＞

16．立法上の勧告 17．専門化の促進と手段の

交換 18．捜査方法 19．汚職

専門家グループの設置

欧州委員会は、2003年３月25日、ブリュッセ

ル宣言とその付属書の勧告等の実施を検討する

諮問委員会として、付属書の第２項で勧告され

た専門家グループの設置を決定
(注20)

した。

この専門家グループは、同年９月１日、欧州

連合の加盟国および加盟候補国の担当責任者、

政府間組織、国際組織、NGOの専門家からなる

20名の委員が１年の任期で任命されて、諮問委

員会としての活動を開始
(注21)

した。

欧州連合の人身取引に関する立法動向
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専門家グループは、設置から９か月以内に意

見または報告書を発表することが義務付けられ

ており、それを踏まえて欧州委員会は、行動計

画の作成を予定している。

理事会総括

2003年５月８日、理事会はブリュッセル会議

に関する「理事会総括（Council
(注22)

Conclusions）」

を発表して、ブリュッセル宣言への欧州委員会

の取組みを高く評価した。また同時に、加盟国

に対して、「国際組織犯罪防止条約」とそれを補

足する「人身取引議定書」と「陸路、空路及び

海路による移民の密輸に関する議定書」（以下

「密入国議定書」と
(注23)

いう。）を早期に批准するこ

と、「人身取引枠組決定」を遵守して2004年８月

１日までに国内法の整備を終了させること、の

２点を要請し、さらに、付属書で勧告された次

の４点の検討を要請した。

○人身取引被害者の疑いのある行方不明者の詳

細な記録を含む、欧州行方不明者データベー

スの構築（付属書第５項）

○就職斡旋所、旅行会社等による人身取引をほ

う助する違法な業務に十分な制裁を加えるこ

とができる法的措置の確保（同第11項)

○欧州連合と隣接する諸国との司法協力および

警察協力の強化（同第16～19項)

○人身取引被害者への保護措置の整備。適当な

場合には、国の機関とNGOとが密接に協力

し、ベスト・プラクティスの共有を促進しつ

つ保護措置の整備を図ること。(同第13～15

項)

２ アムステルダム条約による取組みの強化

1999年５月１日に発効したアムステルダム条

約は、欧州連合条約に「自由、安全、司法の領

域（an area of freedom,security and justice）」

という概念を導入し、欧州連合の目的に「人の

自由移動が確保される、自由、安全及び司法の

領域としての連合を維持発展させること」を加

えた（第２条）。

この目的のために、「人の自由移動」に関係す

る、査証、庇護政策、移民政策その他の規定が

欧州連合条約第６編から「欧州共同体を設立す

る条約」（以下「欧州共同体条約」という。）の

第４編（査証、庇護、入国及び人の自由移動に

関するその他の政策）に移された。

他方、第６編（刑事分野における警察および

司法協力に関する規定）にも、大幅な改正が加

えられた。後述する人身取引枠組決定の関係で

は、第６編の冒頭に置かれる第29条に、人身取

引および児童に対する犯罪が重大な国際犯罪の

一つとして明記され、また国際犯罪と闘う方法

として「加盟国における刑事問題に関する規則

の接近を図ること」が明文化された。「規則の接

近」とは、各加盟国の犯罪の定義や刑罰等を可

能な限り一致させることをいう。そのための法

令形態として、第34条⑵⒝に、枠組決定（frame-

work decision）に関する規定が設けられた。

以上のとおり、アムステルダム条約による改

正で、人身取引に関する規定は、欧州共同体条

約の第４編と欧州連合条約第６編に二分され

た。欧州共同体条約に移行した規定については、

各加盟国の権限が欧州共同体に委譲され、また、

欧州連合条約第６編に枠組決定が導入されたこ

となどにより、人身取引に関する欧州連合の権

限と責任は、強化された。

行動計画の作成

1998年12月３日に作成された「アムステルダ

ム条約の自由、安全及び司法の領域に関する規

定を最善に実施するための理事会及び委員会の

行動計画」（以下「行動計画」と
(注24)

いう。）は、ア

ムステルダム条約発効後の2000年から2004年ま

での５年間に取り組むべき立法措置と、それに

当たっての方針、優先順位、日程を定めたもの

である。この計画で、人身取引および児童の性
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的搾取に関する立法措置は、優先課題として位

置づけられ、同条約の発効後２年以内（2001年

５月１日まで）に、犯罪の構成要件と刑罰に関

する必要最低限の規則を制定するものとされた

（同計画46⒜）。

欧州連合条約第29条

第29条

欧州連合の目的は、欧州共同体の権限を侵すこ

となく、刑事問題における警察及び司法協力の分

野において加盟国間の共同行動を発展させること

により、並びに人種差別及び外国人排斥を防止し、

かつ、これと闘うことにより、自由、安全及び司

法の領域において市民に高水準の安全性を提供す

ることにある。

その目的は、組織犯罪であるか否かを問わず、

特に、テロリズム、人身取引及び児童に対する犯

罪、違法な麻薬取引及び違法な武器取引並びに汚

職及び詐欺を次の方法により防止し、かつ、闘う

ことにより達成されなければならない。

－第30条及び第32条の規定に従い、加盟国の警察、

税関当局及びその他の関係当局が、直接又は

ユーロポールを通じて、一層緊密に協力しあう

こと。

－第31条及び第32条の規定に従い、加盟国の司法

当局及びその他の関係当局が、ユーロジャ
(注25)

スト

を通じて協力することを含めて、一層緊密に協

力しあうこと。

－必要に応じて、第31条⒠の規定に従い、加盟国

における刑事問題に関する規則の接近を図るこ

と。

(注) 下線は筆者による。

３ 人身取引枠組決定

⑴ 経緯

以上のように人身取引及び児童の性的搾取に

関する立法措置が行動計画に盛込まれた背景に

は、「人身取引及び児童の性的搾取との闘いの行

動に関する1997年２月24日に採択された理事会

共通行動」（以下「人身取引共通行動」と
(注26)

いう。）

の失敗があった。

欧州委員会は、その失敗の原因を、人身取引

および児童の性的搾取に関する犯罪の定義、訴

追および制裁が、加盟国ごとに異なっている点

に求め、加盟国間の規則の接近を図る必要があ

ると認識した。2001年１月22日、欧州委員会は、

前述の行動計画に従い、理事会および欧州議会

に人身取引枠組決定と児童性的搾取枠組決定に

関する提案を提出
(注27)

した。

⑵ 枠組決定

枠組決定は、欧州連合条約第６編に固有の法

令形態であって、加盟国または欧州委員会が発

議し、理事会の全会一致の議決で定められ、達

成されるべき結果については、加盟国を拘束す

るが、形式や方法の選択は各加盟国に委ねられ

る（欧州連合条約第34条⑵⒝）。

個々の枠組決定の提案を審議するに当たっ

て、国際法上の主権国家である加盟国と欧州連

合との権限関係を適正に保つために、補完性

（subsidiarity）と比例性（proportionate）の原

理が適用される。補完性原理とは、加盟国によっ

ては十分に達成することができない問題に限

り、欧州連合（又は欧州共同体）が「この条約

により自己に与えられた権限及び設定された目

的の範囲で行動する。」ことをいい、比例性原理

とは、「目的を達成するために必要な範囲を超え

てはならない。」ことをいう（欧州共同体条約第

５条）。この二つの原理が適用された人身取引枠

組決定と児童性的搾取枠組決定は、前述の人身

取引共通行動よりもその対象とする範囲を狭め

て、欧州レベルで目的を達成するための最低限

の規則として制定された。

⑶ 人身取引枠組決定の概要

人身取引枠組決定は、欧州連合の各加盟国が

欧州レベルで人身取引という国際犯罪に対処す

るために必要な、犯罪化、刑罰、法人の責任、

法人に対する制裁、裁判管轄権および訴追、な
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らびに被害者の保護および援助に関する規則で

ある。各加盟国は、これに従って2004年８月１

日までに国内法の整備を完了させ、理事会は、

その成果を2005年８月１日までに評価するとさ

れる。

人身取引枠組決定は、その前文で、人身取引

議定書を「国際協力の発展に画期的な第一歩を

標すもの」（前文第４項）と高く評価しており、

可能な限り同議定書への接近が図られている。

以下に、条を逐って、この枠組決定の概要を

紹介する。

（犯罪の定義）

第１条では、人身取引とは、労働搾取または

性的搾取を目的とし、強制、詐欺、権力の濫用

等の手段を用いるものと定義する。

この定義に 臓器摘出」が欠落していることを

除いては、国際連合の人身取引議定書の第3条

（用語）の内容にほぼ一致している。その不足

を補う目的で、2003年４月に「人の臓器取引の

防止及び規制に関する理事会枠組決定の採択を

目的とするギリシャ共和国の発
(注28)

議書」が提出さ

れたが、その後の審議の進捗はみられない。

（教唆、ほう助、煽り行為及び犯罪の企て）

第２条では、第１条の犯罪を教唆し、ほう助

し、煽り、企てる行為も処罰の対象とすると定

める。

（刑罰）

第３条では、国の法律で規定される刑罰は、

「効果的な、均衡のとれた、かつ抑止力のある」

ものでなければならないとし、被害者の生命を

脅かした場合、被害者が特に脆弱であった場合、

または犯罪組織の枠組で行われた
(注29)

場合など、特

に悪質な犯罪については、加害者を厳罰に処す

る目的で最高刑を８年以上とすると定める。な

お、児童に対する性的搾取および児童ポルノの

被害者は、特に脆弱であるとみなされる。

因みに、児童性的搾取枠組決定では、児童に

売春またはわいせつな演技への参加を強制した

場合、その最高刑を５年以上10年以下の懲役と

定めている。

（法人の責任、法人に対する制裁）

第４条では、自然人と同様に、法人に対して

刑事責任および民事責任を問うための要件を定

める。

第５条では、第４条で責任を問われた法人は、

裁判所による廃業命令をはじめとする「効果的

な、均衡のとれた、かつ抑止力のある」明確な

制裁によって処罰されなければならないとす

る。

（裁判管轄権及び訴追）

第６条では、裁判管轄権の衝突を回避するた

めに、人身取引の犯罪が、①自国の領域内で行

われる場合、②自国民によって行われる場合、

③自国の領域内に設立された法人の利益のため

に行われる場合は、自国の裁判管轄権を設定す

るものとし、自国の領域外で行われた犯罪で

あっても、②と③に該当する特定の事件または

状況において、理事会事務総長と欧州委員会へ

の報告義務を課した上で自国の裁判管轄権を設

定することを選択できるとしている。

（被害者の保護及び援助）

第７条では、少なくとも、犯罪の全部又は一

部が自国の領域内で行われた事件については、

犯罪被害者の保護という観点から、被害者が作

成した報告書又は告訴状に依存してはならない

とする。また、人身取引の被害者が児童である

場合は、「刑事訴訟における被害者の地位に関す

る枠組
(注30)

決定」により、特に脆弱な被害者とみな

されて特別な援助を受ける権利を有するが、そ

の家族にも適切な措置をとるように各加盟国に

要求している。

以上の被害者の保護及び援助に関連して、

2002年に欧州委員会から理事会に提出された

「当局に協力する不法移民ほう助又は人身取引

の被害者に発行される短期滞在許可に関する理
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事会指令のための
(注31)

提案」が審議されている。こ

の提案の趣旨は、人身取引の被害を受けた加盟

国以外の国民または無国籍者が加害者との闘い

に証人として協力する場合に、６か月間の短期

滞在許可を与えようとするものである。この提

案に対して、制度の悪用が横行し、移民管理体

制の弱体化を招く恐れがあるという理由から反

対が強く、成立の目処が立た
(注32)

ない。なお、ブ

リュッセル宣言の付属書第14項「証人としての

被害者」では、制度悪用の防止策を講じたうえ

で、社会的、人道的な理由から短期滞在許可の

実現を図るように勧告している。

４ 国際連合の人身取引議定書への対応

1998年12月９日に開かれた国際連合の総会

で、「国際組織犯罪防止条約」とそれを補足する

「人身取引議定書」、「密入国議定書」および「火

器、その部品及び弾薬の違法な製造及び取引に

関する議定書」（以下「火器取引議定書」と
(注33)

いう。）

を起草する政府間特別委員会の設置が決定さ

れ、欧州委員会は、理事会の承認を得てその第

一回の会合から参加した。なお、これらの条約

と三議定書に、地域的な経済統合体による署名

および批准等に関する規定が設けられたのは、

欧州委員会の働きかけに
(注34)

よる。

批准の意義

欧州連合は、各加盟国に国際組織犯罪防止条

約とそれを補足する人身取引議定書と密入国議

定書の批准を要請してきた。それに加えて、欧

州共同体として批准するための提案書が、2003

年８月22日付で理事会に付託された。その提案

書に付された説明覚書では、欧州共同体による

人身取引議定書の批准は、欧州共同体がその目

的に責任を負うという明確なシグナルになると

述べている。

人身取引議定書を批准した場合に加盟国に

よって欧州共同体に委譲される権限は、次項に

示す付属書Ⅱの宣言のとおり、欧州共同体条約

第４編の範囲にほぼ限定される。換言すれば、

全加盟国が人身取引議定書による拘束を受ける

には、全加盟国が人身取引議定書を批准しなけ

ればならない。したがって、欧州共同体による

批准の意義は、前述のシグナル以上のものでは

ありえない。ただし、そのシグナルは、特に加

盟国の批准を強力に促す効果をもつものである

に相違ない。

欧州連合の加盟15か国と新加盟10か国を合せ

た25か国中、国際組織犯罪防止条約の締約国は、

2004年４月20日現在、11か国であり、一方、人

身取引議定書の締約国は、７か国に止まる。な

お、2007年に加盟するブルガリアとルーマニア

は、ともに締約国である。

批准の状況 (2004.４.20現在)

国際組織
犯罪防止
条約

加 盟 国
(４/15)

スペイン、フランス、デンマー
ク、フィンランド

新加盟国
(７/10)

キプロス、ポーランド、エス
トニア、スロバキア、ラトビ
ア、リトアニア、マルタ

人身取引
議定書

加 盟 国
(３/15)

スペイン、フランス、デンマー
ク

新加盟国
(４/10)

キプロス、ポーランド、リト
アニア、マルタ

欧州共同体の権限に関する宣言

2003年８月22日付けの欧州委員会の提案書の

付属書Ⅱに収められた「人身取引議定書で規律

される事項に関する欧州共同体の権限に関する

宣言」は、人身取引議定書第16条第３項の規定

により地域的な経済統合体に求められているも

ので、その内容は、概ね次のとおりである。

（付属書Ⅱ）

○加盟国から欧州共同体に委譲される権限につ

いては、欧州共同体条約が適用される領域に

対して、かつ、特に同条約の第299条およびそ
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れに付属する議定書等で定められた条件に基

づき、適用する。

○イギリスおよびアイルランドは、欧州連合条

約及び欧州共同体条約に付属するイギリス及

びアイルランドの地位に関する議定書第１条

［第３条］により、共同体の構成国として人

身取引議定書による拘束を受けるか否かを選

択することができる。デン
(注35)

マークは、同じく

その地位に関する議定書第１条及び第２条の

規定により、共同体の構成国として人身取引

議定書による拘束は受けない。

○欧州共同体条約に基づき加盟国が欧州共同体

に委譲した権限の範囲および権限の行使は、

本質的に継続的に発展していく。したがって、

欧州共同体は、議定書の第16条⑶の規定によ

り、必要に応じてこの宣言を終了し、または

修正することがある。

○欧州共同体が加盟国から委譲された権限は、

次のとおりである。

・加盟国の域外国境通過に関して、当該国境で

人の検問を実施する場合の基準および手続の

制定、ならびに３か月以下の滞在のための査

証に関する規則の制定

・入国および滞在の条件に関する移民政策の措

置、ならびに不法滞在者の本国送還を含む不

法入国及び不法滞在への対抗措置

○関連の共同体法としては、域外国境および移

動に関するシェンゲン・
(注36)

アキその他がある。

今後、これらの分野で欧州共同体はその権限

の範囲内で、欧州連合以外の諸国または権限

を有する国際組織と対外的な事業に着手する

ために、関連の規則、規定を採択する。

６ 今後の展望

人身取引枠組決定については、各加盟国によ

る法整備が2004年８月１日までに完了する予定

であり、その後は、理事会による遵守状況の評

価が行われる。

今後の欧州連合の人身取引対策は、法整備も

含めて、欧州委員会の諮問委員会である専門家

グループの、ブリュッセル宣言とその付属書の

検討結果を踏まえて、欧州委員会が作成する行

動計画に盛込まれ、そこで定められた方針、優

先順位、日程などに従い、順次、実施に移され

ていく。

国際連合の人身取引議定書については、これ

を欧州共同体が全加盟国とともに批准すること

ができれば、人身取引枠組決定の不足を補い、

各加盟国の法整備を進めることができる。しか

し、その目処は立っていない。

欧州連合は、巨大な単一市場を自由、安全、

司法の領域として維持していくために、今後も

人身取引を含む国際犯罪の防止と撲滅に積極的

に取り組まざるをえない。域外国境を接する隣

国や国際連合などとの連携協力を重視しつつ、

域内においては各加盟国間の規則の接近を図

り、警察・司法協力の促進に着実に取り組んで

いくものと思われる。

(注)

⑴ 欧州連合の Justice and Home Affairsのホーム

ページ “Trafficking in women；the misery behind
 

the fantasy：from poverty to sex slavery,compre-

hensive European Strategy”＜http://europa.eu.

int/comm/justice home/news/8mars en.htm＞

⑵ 欧州連合の Justice and Home Affairsのホーム

ページAntonio Vitorino,“Security in an enlarged
 

European Union what has to be co-ordinated and
 

how?”7 European Police Congress Bad Godes-

berg,16 February2004.＜http://europa.eu.int/

rapid/start/cgi/guesten.ksh?reslist＞

(last access2004/3/25)

⑶ 欧州共同体（European Community:EC）とは、1993

年の欧州連合の発足に伴い、それまでの 欧州経済共

同体（EEC）」を改称したものをいい、欧州連合の根幹

を成す。これと類似した呼称に欧州諸共同体（Eur-

外国の立法 220（2004.5)70



 

opean Communities:ECs）がある。この名称は、欧

州石炭鉄鋼共同体（ECSC）、欧州経済共同体（EEC）

および欧州原子力共同体（Euratom）の三共同体の総

称として使用され、2002年７月23日に ECSCが終了

してからは、ECおよび Euratomの総称となった。

⑷ Protocol to prevent, suppress and punish traf-

ficking in persons,especially women and children,

supplementing the United Nations Convention
 

against Transnational Organized Crime.

⑸ Proposal for a Council Decision on the conclu-

sion,on behalf of the European Community,of the
 

Protocol to prevent,suppress and punish traffick-

ing in persons, especially women and children,

supplementing the United Nations Convention
 

against Transnational Organised Crime,presented
 

by the Commission of the European Communities,

Brussels, 2003.8.22, COM(2003)512 final

＜http://europa.eu.int/eur-lex/en/com/pdf/2003/

act 0512en 02/1.pdf＞（last access2004/4/1)

⑹ Council Framework Decision of19July2002on
 

combating trafficking in human beings. (2002/

629/JHA) ＜http://europa.eu.int/eur-lex/pri/en/

oj/dat/2002/l 203/l 20320020801 en 00010004.

pdf＞(last access2004/3/25)

⑺ Joint Action of 16December 1996adopted by
 

the Council on the basis of Article K.3 of the
 

Treaty on European Union extending the mandate
 

given to the Europol Drugs Unit.(96/748/JHA）

欧州連合官報 L342号,1996年12月31日,p.4.

⑻ 人身取引、テロリズム等の国際組織犯罪の防止と

撲滅の目的のために設置され、欧州連合の加盟国間

の警察協力と域外との国際的な警察協力という二つ

の役割を担う。欧州連合のホームページ “Europol
 

Convention:European Police Office”＜http://eur-

opa.eu.int/scadplus/leg/en/lvb/l 14005b.htm＞

(last access2004/3/25)

⑼ Council Framework Decision of 22 December

2003 on combating the sexual exploitation of

 

children and child pornography (2004/68/JHA）

欧州連合官報 L13号,2004年１月20日,pp.44-48.

⑽ アキ・コミュノテール（Acquis communautaire）

とは、欧州共同体法の集大成をいう。欧州連合の条

約、法令、宣言、決議、欧州連合に関わる国際協定及

び欧州司法裁判所の判決が含まれる。(駐日欧州委員

会代表部編『EU拡大と日本への影響』添付資料２：

用語解説参照)

2002年12月のコペンハーゲン欧州理事会で2004年

５月１日に加盟する10か国との協議が決着し、2003

年４月16日にアテネで加盟条約が調印された。これ

により、司法・内務分野のアキ(法令の集積)の追加が

決定した。

Acquis of the European Union under Title IV of
 

the TEC and title VI of the TEU. Consolidated
 

version 2003, cut-off-date : 30 November 2003

(Justice and Home Affairs).＜http://europa.eu.

int/comm/justice home/doc centre/crime/ac-

quis/wai/doc crime acquis en.htm＞(last access

2004/3/26)

United Nations Convention against  Tran-

snational Organized Crime.

欧州連合のホームページ “STOP II - to help
 

prevent and combat trade in human beings and all
 

forms of sexual exploitation”＜http://europa.eu.

int/comm/justice home/funding/stop/wai/fund-

ing stop en.htm＞(last access2004/3/25)

欧州連合のホームページ “AGIS -Named after a
 

king of ancient Sparta, AGIS is a framework
 

programme to help police, the judiciary and pro-

fessionals from EU member states and candidate
 

countries cooperate in criminal matters and in the
 

fight against crime.”http://europa.eu.int/comm/

justice home/funding/agis/wai/funding agis en.

htm (last access2004/4/15)

欧州連合のホームページ“Daphne - EU pro-

gramme to combat violence against children,

young people and women”＜http://europa.eu.int/
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comm/justice home/funding/daphne/wai/fund-

ing daphne en.htm＞(last access2004/3/25)

欧州連合のホームページ“Justice and home
 

affairs issues both new and crucial to EU enlarge-

ment  process,”＜http://europa.eu.int/comm/jus-

tice home/fsj/enlargement/wai/fsj enlarge intro
 

en.htm＞(last access2004/4/30)

Commission of the European Communities,

“Annual Report 2003from the Commission to the
 

Council and the European Parliament on the EC
 

Development Policy and the implementation of
 

external assistance in2002.”COM(2003)527final,

p.110.

Brussels Declaration on preventing and combat-

ing trafficking in human beings. 欧州連合官報

C137号,2003年６月21日,pp.2-9.

Commission Decision of25March 2003setting
 

up a consultative group, to be known as the

’Expert Group on Trafficking in Human Beings,’

(2003/209/EC）欧州連合官報 L79号, 2003年３月26

日,pp.25-27.

New Composition of the Experts Group on
 

Trafficking in Human Beings (2003/C205/03)欧

州連合官報 C205号,2003年８月30日,p.３.

Council Conclusions of 8 May 2003, (2003/C

137/01) 欧州連合官報 C137号, 2003年６月12日, p.

１.

Protocol against the smuggling of migrants by
 

land, sea and air, supplementing the United
 

Nations Convention against Transnational Or-

ganised Crime.

Action plan of the Council and the Commission
 

on how best to implement the provisions of the
 

Treaty of Amsterdam on an area of Freedom,

Security and Justice.（199/C 19/01）

ユーロジャストは、2002年２月28日、理事会決定

(2002/187/JHA）に基づき設立された。テロリズム、

人身取引等の国際的な重大犯罪の捜査および訴追に

ついて、加盟国間の司法協力と域外との国際的な司

法協力を行なう。

Joint Action of24February1997adopted by the
 

Council on the basis of Article K.3of the Treaty
 

on European Union concerning action to combat
 

trafficking in human beings and sexual exploita-

tion of children.(97/154/JHA）欧州連合官報 L63

号,1997年３月４日,p.２.

Communication from the Commission to the
 

Council and the European Parliament；Combat-

ing trafficking in human beings and combating the
 

sexual exploitation of children and child pornogra-

phy：Proposal for Council Framework Decision
 

on combating trafficking in human beings :Pro-

posal for a Council Framework Decision on com-

bating the sexual exploitation of children and
 

child pornography.(COM(2000)854final/2)

Initiative of the Hellenic Republic with a view
 

to adopting a Council Framework Decision con-

cerning the prevention and control of trafficking
 

in human organs and tissues.(2003/C100/13)欧州

連合官報 C100号,2003年４月26日,pp.27-30.

Joint action of21December1998adopted by the
 

Council on the basis of Article K.3of the Treaty
 

on European Union, on making it a crimimal
 

offence to participate in a criminal organisation in
 

the Member States of the European Union.(98/

733/JHA）欧州連合官報 L128号, 1998年12月29日,

pp.1-3.

Council Framework Decision of15March 2001

on the standing of victims in criminal proceedings.

(2001/220/JHA）欧州連合官報 L82号,2001年３月22

日,pp.1-4.

Proposal for a Council Directive on the short-

term residence permit issed to victims of action to
 

facilitate illegal immigration or trafficking in
 

human beings who cooperate with the competent
 

authorities(presented by the Commission)(COM
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(2002)71 final) (2002/0043 (CNS)), Brussels,

2002.2.p.16.

イギリス政府の対応については、本誌86頁参照

Protocol against the illicit manufacturing of and
 

trafficking in firearms, their parts and compo-

nents and ammunition,supplementing the United
 

Nations Convention against Transnational Or-

ganised Crime.

提案書（前掲注⑸）に付された説明覚書（Explana-

tory memorandum）による。

デンマークは、2003年９月30日に国際組織犯罪防

止条約および人身取引議定書を批准した。このこと

により、欧州共同体の加盟国としては拘束されない

が、締約国としてすでに人身取引議定書の拘束を受

けている。

シェンゲン協定により蓄積された関係法令の集積

をいう。欧州連合条約および欧州共同体条約付属議

定書のひとつである。

(参考文献)

・庄司克宏『EU法基礎編』岩波書店、2003.9.

・同『EU法政策編』岩波書店、2003.10.

・石川明・櫻井雅夫編『EUの法的課題』慶応義塾大学

出版会、1999.6.

・金丸輝男編著『EUアムステルダム条約』ジェトロ、

2000.4.

・岡村尭『ヨーロッパ法』三省堂、2001.4.

（ひらの みえこ・専門調査員）
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人身取引との闘いに関する2002年７月19日の理事会枠組決定

(2002/629/JHA)

Council Framework Decision of19July2002

on combating trafficking in human beings（2002/629/JHA)

平野 美惠子 訳

欧州連合理事会は、

欧州連合条約、特にその第29条、第31条⒠及び

第34条⑵⒝を考
(注１)

慮し、

委員会の提案を考
(注２)

慮し、

欧州議会の意見を考
(注３)

慮し、

次の事実を踏まえ、この枠組決定を採択した。

⑴ アムステルダム条約の自由、安全及び司法

の領域に関する規定を最善に実施するための

理事会及び委員会の行動
(注４)

計画、1999年10月15

日及び16日のタンペレ欧州理
(注５)

事会、スコアボ
(注６)

ード上に掲載された2000年６月19日及び20日

のサンタ・マリア・ダ・フェイラ欧州理
(注７)

事会

並びに委員会の報告書 女性の人身取引と闘

う今後の行動」に関する欧州議会の2000年５

月19日の決議は、人身取引に対する、共通の

定義、犯罪化及び制裁を含む法的措置の必要

性を指摘し、又は要求するものである。

⑵ 人身取引及び児童の性的搾取との闘いの行

動に関する1997年２月24日に採択された理事

会共通行動(97/
(注８)

154/JHA）は、構成国間の法

的アプローチの相違に対処し、かつ、人身取

引に対する効果的な司法協力及び法執行協力

の発展に資する、次なる法的措置を必要とし

ている。

⑶ 人身取引は、基本的人権及び人間の尊厳に

対する重大な侵害を構成するものであって、

暴行、脅迫、借金による束縛及び威圧を用い

るばかりでなく、例えば弱者を虐待し、欺く

といった冷酷な手口を伴う。

⑷ 国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合

条約を補足する人、特に女性及び児童の取引

を防止し、抑止し及び処罰するための議定書

は、この分野における国際協力の発展に画期

的な一歩を標すものである。

⑸ 児童は、より脆弱であるために、人身取引

の被害にあう危険性がより一層高い。

⑹ 国際組織、特に国際連合による重要な取組

みは、欧州連合のそれによって補足されなけ

ればならない。

⑺ 人身取引という重大な犯罪は、構成国ごと

の個別の取組みによるだけでなく、効果的な、

均衡のとれた、かつ抑止力のある制裁を含め

て、すべての構成国に共通する刑法の構成要

件の定義を不可欠な要素とする包括的アプ

ローチによって取り組むことを必要とする。

この枠組決定は、補完性及び比例性の原理に

従い、欧州レベルでそれらの目標を達成する

ために要求される最低限のものであって、か

つ、その目的のために必要な範囲を超えるも

のではない。

⑻ 資金洗浄、犯罪の装置及びその収益を特定

し、追跡し、凍結し、押収し、かつ、没収す

ることに関する1998年12月３日の理事会共通

行動（98/
(注９)

699/JHA）並びに欧州連合の構成国

における犯罪組織への参加を犯罪行為とする

1998年12月21日の理事会共通行動(98/733/
(注10)

JHA）のような、組織犯罪と闘う目的のため

に既に採択された法律文書の範囲に含まれる

人身取引に関しては、加害者を厳罰に処する

ことができる制裁の導入が不可欠である。

⑼ この枠組決定は、人身取引及び児童の性的
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搾取と闘う担当者のための奨励及び交流プロ

グラム（STOP）を設けた1996年11月29日の理

事会共通行動（96/
(注11)

700/JHA）、ユーロポール

麻薬対策本部（Europol Drugs Unit）の所掌

を拡張した1996年12月16日の理事会共通行動

(96/
(注12)

748/JHA）、児童、青少年及び女性に対す

る暴力と闘うための予防措置に関する共同体

の行動プログラム（the Daphne programme）

(2000年から2003年まで)を採択した2000年１

月24日の欧州議会及び理事会の決定(No.

293/
(注13)

2000/EC）、欧州司法ネットワークの創設

に関する1998年６月29日の理事会共通行動

(98/
(注14)

428/JHA）、欧州連合の構成国間におけ

る司法協力の改善を目的とする連絡担当治安

判事の人事交流の枠組に関する1996年４月22

日の理事会共通行動(96/
(注15)

277/JHA）並びに刑

事問題における司法共助の参考事例に関する

1998年６月29日の理事会共通行動(98/427/
(注16)

JHA）のように、この領域で採択された法律

文書を補足することにより、人身取引との闘

い及びその防止に寄与しなければならない。

⑽ 以上により、理事会共通行動(97/154/
(注17)

JHA）は、人身取引に関する限り、その適用

を中止する。

第１条 労働搾取又は性的搾取を目的とする人

身取引に関する犯罪

１．各構成国は、次の行為を処罰することを確

保するために必要な措置をとる。

人の採用、運搬、移送、蔵匿、その後の人の

交換又は移管を含む収受を次の各号に掲げる

手段を用いて行うものであって、強制的若し

くは義務的な労働若しくは役務、奴隷的処遇

若しくはこれに類する苦役を少なくとも含

む、人の労働若しくは役務の搾取、又は、他

人の売春からの搾取若しくはポルノグラフィ

を含むその他の形態の性的搾取を目的とする

もの

⒜ 強制、暴行又は誘拐を含む脅迫

⒝ 詐欺又は欺もう

⒞ 権力の濫用又は、濫用を甘受する以外に

現実的な選択肢をもたない者の弱い立場の

悪用

⒟ 他人を支配下に置く者の同意を得るため

に与えられ、又は収受される報酬又は収益

２．第１項に掲げる手段が用いられた場合は、

人身取引の被害者が搾取に同意することを意

図し、又は実際に同意したかどうかを問わな

い。

３．第１項に定める行為が児童に関係する場合

は、第１項に掲げる手段がまったく用いられ

なかった場合であっても、処罰すべき人身取

引の犯罪とする。

４．この枠組決定において 児童(child)」とは、18

歳未満のすべての者をいう。

第２条 教唆、ほう助、煽り行為及び犯罪の企

て

各構成国は、第１条に定める犯罪を教唆し、

ほう助し、煽り、又は企てることを処罰するた

めに必要な措置をとる。

第３条 刑罰

１．各構成国は、第１条及び第２条に定める犯

罪が、効果的な、均衡のとれた、かつ抑止力

のある、犯罪人引渡しを可能とする刑によっ

て処罰されることを確保するために必要な措

置をとる。

２．各構成国は、第１条に定める犯罪が次の状

況において行なわれたときは、最高刑８年以

上の刑によって処罰されることを確保するた

めに必要な措置をとる。

⒜ 犯罪が故意に、又は重大な過失によって

被害者の生命を脅かした場合

⒝ 犯罪が特に脆弱な被害者に対して行なわ

れた場合。少なくとも、被害者が国内法に
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基づく性的な成年に達しておらず、かつ、

犯罪が他人の売春からの搾取を目的とし

て、又はポルノを含むその他の形態の性的

搾取を目的として行なわれたときは、被害

者は特に脆弱であったとみなされる。

⒞ 犯罪が重大な暴力を用いて行われた場

合、又は被害者に特に重大な危害を及ぼし

た場合

⒟ 共通行動(98/
(注18)

733/JHA）で定義された犯

罪組織の内部で犯罪が行われた場合。ただ

し、そこに定める刑罰の水準を除く。

第４条 法人の責任

１．次に掲げる権限に基づき、法人において指

導的な地位を有し、個人的に、又は法人の組

織の一部として行動する者が法人の利益のた

めに犯した第１条及び第２条に定める犯罪の

責任を法人に問うことができるように、各構

成国は必要な措置をとる。

⒜ 法人を代理する権限

⒝ 法人を代表して決定する権限

⒞ 法人内部を統制する権限

２．既に第１項で定めた事項を除き、第１項に

規定した者の指揮又は管理の欠如が法人の権

限の下にある者による法人の利益を目的とす

る第１条及び第２条に定める犯罪の実行を容

易にしたときは、法人に責任を問うことがで

きるように、各構成国は必要な措置をとる。

３．第１項及び第２項に基づく法人の責任は、

第１条及び第２条に定める犯罪の正犯者、教

唆者又は従犯者である自然人に対する刑事手

続を免除するものではない。

４．この枠組決定において、法人とは、適用可

能な法律に基づき当該の地位を有するすべて

の組織体をいい、国又は国の権限を行使する

その他の公的な団体及び公的な国際組織を除

く。

第５条 法人に対する制裁

各構成国は、第４条により責任を問われた法

人が効果的な、均衡のとれた、かつ抑止力のあ

る制裁によって処罰されることを確保するため

に、刑事的な、又は刑事的でない制裁金を含み、

かつ次に掲げるその他の制裁を含むことができ

る措置をとる。

⒜ 公的な給付及び公的な支援の受給資格の

排除

⒝ 商業活動の営業資格の一時的又は永久的

なはく奪

⒞ 司法の監視下に置くこと。

⒟ 裁判所による廃業命令

⒠ 犯罪を行なうために使用された施設の一

時的又は永久的な封鎖

第６条 裁判管轄権及び訴追

１．各構成国は、次の各号に該当する場合に、

第１条及び第２条に定める犯罪に関するその

国の裁判管轄権を設定するために必要な措置

をとる。

⒜ 犯罪の全部又は一部が自国の領域内で行

われる場合

⒝ 犯罪が自国民によって行われる場合

⒞ 犯罪がその構成国の領域内に設立された

法人の利益のために行われる場合

２．構成国は、犯罪が自国の領域外で行われる

場合、第１項⒝及び第１項⒞に掲げる裁判管

轄権の基準を適用しないこと、又は特定の事

件又は状況においてのみ適用することを決定

することができる。

３．法律の定めるところにより自国民の身柄引

渡しに応じない構成国は、国外にいる自国民

によって行われた第１条及び第２条で定める

犯罪に自国の裁判管轄権を設定し、適当な場

合には、訴追するために必要な措置をとる。

４．構成国が第２項の適用を決定した場合は、

適宜、その決定が適用される特定の事件又は
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状況を記して、理事会事務総長及び委員会に

報告する。

第７条 被害者の保護及び援助

１．構成国は、この枠組決定の対象である犯罪

の捜査又は訴追が、少なくとも第６条第１項

⒜に該当する場合においては、犯罪被害者が

作成した報告書又は告訴状に依存してはなら

ないと定めるものとする。

２．第１条に定める犯罪の被害者である児童

は、刑事手続における被害者の地位に関する

2001年３月15日の理事会枠組決定(2001/
(注19)

220/JHA）の第２条第２項、第８条第４項及

び第14条第１項により特に脆弱な被害者とみ

なされる。

３．各構成国は、被害者が児童であるときは、

その家族に対する適切な援助を確保すること

ができる措置をとる。特に、適当かつ可能な

場合にあっては、各構成国は、枠組決定(2001/

220/JHA）の第４条をその家族に適用する。

第８条 領域の範囲

枠組決定は、ジブラルタルに適用する。

第９条 共通行動(97/154/JHA）の適用

共通行動(97/
(注20)

154/JHA）は、人身取引に関す

る限り、その適用を中止する。

第10条 施行期日

１．構成国は、2004年８月１日までにこの枠組

決定の遵守に必要な措置をとるものとする。

２．構成国は、第１項に規定された期日までに、

この枠組決定に基づき課せられる義務を自国

の国内法に移した条文を理事会の事務総長及

び委員会に送付しなければならない。理事会

は、遅くとも2005年８月１日までに、この情

報及び委員会から送付された報告書に基づ

き、構成国がこの枠組決定を遵守するために

とった必要な措置の範囲を評価する。

第11条 効力発生

この枠組決定は、欧州連合の官報で告示した

日から効力を生
(注21)

ずる。

(注)

⑴ 第29条では、人身取引及び児童に対する犯罪を重

大な国際犯罪と定める。第31条⒠は、その後のニース

条約による改正で第31条⑴⒠となっているが、刑事

司法協力に関する共同行動（Common Action）には、

犯罪の構成要件および組織犯罪の罰則に関する最低

限の規則を定める措置を漸次採択することが含まれ

ると定める。第34条⑵⒝は、枠組決定に関する規定で

ある。

⑵ Proposal for a Council Framework Decision on
 

combating trafficking in human beings/(COM/

2001/0854 final)(CNS2001/0024) 欧州連合官報

C62E号,2001年２月27日,pp.324-326.

⑶ 原注では、2002年２月28日の欧州連合官報 C35E

号、p.114掲載となっているが、未確認

⑷ Action plan of the Council and the Commission
 

on how best to implement the provisions of the
 

Treaty of Amsterdam on an area of Freedom,

Security and Justice. (199/C19/01)欧州連合官報

C19号,1999年１月23日,p.１.内容については、本誌

掲載の「欧州連合の人身取引に関する立法動向」66頁

参照

⑸ フィンランドのタンペレで開かれた閣僚理事会。

この会議で、人身取引および児童の性的搾取に関す

る共通の定義、犯罪化および制裁を含む立法措置の

必要性が審議され、要求された。

⑹ 1999年10月のタンペレ欧州理事会で決定され、以
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